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議会報告会　開催予定
時間：午後 7時より

5 月 12 日（水） 児安公民館
5月 13日（木） コミュニティ金磯会館
5月 17日（月） 坂野公民館
5月 18日（火） 北小松島公民館
5月 19日（水） 芝田公民館
5月 20日（木） 新開公民館
5月 21日（金） 千代公民館
5月 24日（月） 南小松島公民館
5月 25日（火） 櫛渕公民館
5月 27日（木） 小松島公民館
5月 28日（金） 立江公民館
5月 31日（月） 和田島公民館

藺三月定例議会の報告
藺議員定数について

議会だよりを報告会の資料といたします。

議会報告会 内容（主なテーマ）

義経騎馬像（今年 2月　全国義経・与一合同サミットが当市で盛大に開催されました。）
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議会抽出の平成22年度小松島市予算重要事業
　主要事業のうち、議会として 16事業を重要事業として抽出し、実施に伴う政策等の形成過程説明
シートにより、質疑応答を行った。そのうち、新規事業の10事業を掲載します。

事業名 千代・南小松島小学校耐震化事業
内容

校舎１棟（RC造３階建 1.314裃）の耐震補強設計及び耐震補強工事
南小松島小学校校舎１棟（RC造３階建 2.223裃）の耐震補強設計担当課 教育委員会　学校課

予算額 105,900,000 円 目的 児童、生徒が学校において安全、安心に学べるための環境をつくる

事業名 土砂災害警戒区域周知事業
内容

徳島県が測量したデータをもとにハザードマップの素案を作成し、そのデータを
基本として修正を加え、印刷事業者に発注してマップを作成する。担当課 防災安全課

予算額 121,000 円 目的 警戒や円滑な避難を確保する上で必要な事項を住民に周知する

事業名 市消費生活センター事業
内容 市民からの消費に関する相談に応じ、トラブル防止を図る市消費センターを設置

担当課 市民生活課

予算額 11,968,000 円 目的 市民の消費生活（多重債務の解決等）の相談に応じる

事業名 子ども手当
内容 初年度は、子ども一人につき月額 13,000 円を支給する

担当課 児童福祉課

予算額 706,932,000 円 目的 次世代の社会を担う子どもの育ちを社会全体で支援する

事業名 子安保育所改築補助事業
内容

民間保育所である子安保育所は耐震構造面で問題があり、喫緊に整備が必要であ
るため、施設建替整備事業を実施する担当課 児童福祉課

予算額 106,852,000 円 目的 施設建替後の定員増（現行 60人から 90 人になる）

事業名 地域グリーンニューディール基金事業
内容 公共施設へ太陽光発電装置の導入、LED屋外照明灯設置。屋内照明設置

担当課 生活環境課

予算額 32,500,000 円 目的 温室効果ガスの削減及び新エネルギーの啓発

事業名 学校再編計画策定事業
内容

教育振興計画の趣旨を踏まえ、「学校再編計画策定委員会」〔仮称〕での審議をへて、
具体的な再編計画を作成する担当課 教育委員会　学校課

予算額 14,594,000 円 目的 10 年、30 年先を見据えた、より良い教育環境の整備を図る

事業名 坂野中学校耐力度調査事業
内容 坂野中学校校舎〔鉄筋コンクリート３階建延べ床面積 1,929裃〕の耐力度調査

担当課 教育委員会　学校課

予算額 4,500,000 円 目的 校舎の改築にむけて、文部科学省の事業認定に必要な調査を行う

事業名 都市計画マスタープラン策定業務

内容

〔平成 22年度業務〕
１．現況調査
　（1）都市計画区域（沿革、人口、産業、土地利用、規制、交通体系等）とその

推移動向
　（2）都市施設（道路、河川、公園、上下水道、公共交通体系等）及び都市計画

の概況についての調査と整備
２．上位、関連計画（徳島東部都市計画区域マスタープラン、小松島市総合計画等）
の把握

３．住民意向調査の実施
４．関係機関（商工業協会）へのヒアリング実施
５．現況調査結果のまとめ

担当課 都市整備課

予算額 6,000,000 円 目的

都市計画マスタープランは住民及び関係機関等の意向を調査した上で策定される
ものである。よって、当該計画で示されるまちづくりの方針は、地域住民による
自主的なまちづくりを促進し、将来における市民生活に一定の計画性を担保させ
るものである。さらに、社会情勢の変化等による土地利用の変化に機動的に対応
できる体制を構築するものである

事業名 本港地区港湾敷地管理事業
内容

県との財産交換により取得した、みなと交流センター西側の土地の整備及び照明
灯の維持担当課 産業振興課

予算額 7,950,000 円 目的
緑地施設等の整備及び管理を行い、催しや憩いの場として、人が集まりやすいま
ちづくりを推進する

　※なお、詳細については小松島市議会ホームページ「予算・決算審査について」をご覧ください。
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常任委員会だより常任委員会だより常任委員会だより常任委員会だより

予算決算常任委員会 佐　野　善　作　委員長

議会の事務事業評価に対する行政からの予算等改善事項

平成 22年度　一般会計　当初予算

　137億 200万円（前年度比　1.75％増）
実質 132 億 3,515 万円〔国の子ども手当を除くと 1.8％減〕　

赤字回避へ緊縮型　今年度から５年間で累積赤字５億 8,300 万円の解消を目指す

　22 年度 3月議会の本委員会は、年度当初の本予算の編成を審議するものであり、重要な委員会である。議長
を除く全員で構成され、3月 16 日から 5日間、各課から説明を受け、質疑を行い、最終日には市長に対する総
括質疑・討論・採決を行った。慎重に審査〔チェック〕をした結果、一般会計・特別会計・企業会計のいずれも、
賛成多数で原案のとおり可決した。
　また、本年度 119 事業の中から新規及び重要な 16 事業を抽出し、政策形成過程等の説明を求めた。（右ページ
に掲載）

議　　会　　の　　評　　価 行政からの予算反映等改善事項

市営バス貸切事業　　　　　　 縮小
　経営改善を行いながら営業・企画力の強化を図る。収支改善が
不可能な時は貸切（ファン送迎を除く）事業は廃止すべきである。

　議会からの事務事業報告書を踏まえて予算編成に活か
すと共に、一般会計からの繰入の低減が図られるよう、
収益の確保及び経費の節減、合理化を行い、健全経営に
努める。

住宅新築資金等貸付事業　　　 継続
　借受者よりの貸付金の回収が進まず、毎年、赤字が膨らんで
いる。回収を強化することはもちろんであるが行方不明・死亡
等により、償還が不可能と認められる案件に関しては不納欠損
等の処理をする方法が認められるよう国に交渉すべきである。

　職員の業務研修会への参加や、県・先進地・近隣自治
体との情報交換等を通した連携を図り、貸付金の徴収体
制を強化する。なお一層、こつこつと粘りづよく滞納者
に督促をおこない、償還率の向上に努める。

市体育施設維持管理事業　　　 継続
　市総合グラウンドの高額な借地料や施設の老朽化等の問題を
考えれば、県へ移管を急ぐべきである。

　市総合グラウンドは県に移管して新たな施設として整
備していくことが望ましい。
　当面はテニスコートと児童公園を残し、できる部分か
ら県に対し、「広域防災公園」として整備を要望していく。

市営住宅管理業務　　　　　　 継続
　家賃徴収率を引き上げる努力が必要である。老朽化や耐震の
問題を解決するため、実行可能な計画を策定することが急務で
ある。

　家賃滞納のある人には督促及び誓約書を記入させ納付
意識の向上を図っている。国より公営住宅等長寿命化計
画の指針が示され２５年度までに策定する。

老人バス優待事業　　　　　　 改善
　この事業は老人にとって必要不可欠である。
利用券の配布をするなど、利用者数を勘案した事業費になるよ
う適正化が必要。コミニティバス等の導入を検討すべきである。

　乗降調査を実施した結果、敬老優待券での乗車率が４
割であった。平成２２年度の業務委託料については調査結
果を基に計算した。

　昨年 9月議会に行った平成 20 年度決算時の事務事業評価に基づき、平成 22 年度予算に改善・反映をした。
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